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福岡県若年教員研修実施要綱 

                                                            福岡県教育委員会  

 

１ 目的 

   福岡県若年教員研修（以下「若年教員研修」という。）は、本県において新たに採用さ

れ、教職経験３年を経るまでの教員（養護教諭、栄養教諭及び他県等において採用され

た後、本県で新規採用となった教諭を除く。以下「若年教員」という。）に対して、現職

研修の一環として３年間の研修を実施し、実践的指導力と使命感を養うとともに幅広い

知見を得させることを目的とする。 

 

２  若年教員研修 1 年目（初任者研修） 

(1) 実施者及び対象者 

福岡県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）又は市（指定都市及び中核市を除

く。以下同じ。）町村（学校組合を含む。以下同じ。）教育委員会は、その所管する学校の

若年教員の内、教職経験１年目にあたる者（以下「初任者」という。）に対して、教育公

務員特例法第２３条の規定に基づく初任者研修として、年間研修計画及び年間指導計画

に従い、１年間の研修を受けさせるものとする。 

 

(2) 研修の内容 

ア 初任者は、原則として、学級又は教科・科目を担当するものとする。ただし、担当

授業時数及び校務分掌等を軽減することができるものとする。  

イ 初任者は、校内において、指導教員を中心とする指導及び助言による研修を受け

るとともに、校外において教育センター等における研修を受けるものとする。  

 

(3) 年間研修計画 

ア 県教育委員会は、年間研修計画を作成する。  

イ 年間研修計画においては、２の(2)に定める事項のほか、校内における指導教員を

中心とする指導及び助言による研修、校外における研修の項目及び時期その他必要

な事項を定めるものとする。  

 

(4) 年間指導計画 

ア 校長は、県教育委員会が作成する年間研修計画に基づき、教職員組織や校区の状

況等学校の実情に配慮し、指導教員及び教科指導員の参画を得て、学校における年

間指導計画を作成するものとする。  

イ 年間指導計画においては、校外における研修を考慮して、校内における指導教員

を中心とする指導及び助言による研修の項目及び時期その他必要な事項を定めるも

のとする。 
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なお、指導教員を中心とする指導及び助言による研修が円滑に実施できるように

するとともに、授業研究指導が十分に行われるように配慮するものとする。  

 

(5) 指導教員を中心とする校内研修体制 

ア 校長及び副校長、教頭は、年間指導計画に従い、初任者の指導及び助言に当たるも

のとする。 

イ 指導教員は、校長及び副校長、教頭の指導の下に、年間指導計画に従い、初任者に

対して指導及び助言に当たるものとする。  

ウ 指導教員以外の教員は、校長及び副校長、教頭の指導の下に、年間指導計画に従

い、指導教員と連携しつつ、指導教員の職務を補充して、初任者の指導及び助言に当

たるものとする。 

エ 校長は、指導教員を支援する学校全体としての協働的な体制を確立するとともに、

これを校務分掌組織に位置付けるものとする。  

オ 指導教員は、校長、副校長、教頭及び指導教員以外の教員による初任者に対する指

導及び助言の状況を把握し、年間を通して系統的、組織的な研修が行われるように

するものとする。 

カ 校長は、初任者が校外における研修を受ける間、その授業が指導教員又は必要に

応じて指導教員以外の教員によって適切に行われるように配慮するものとする。  

 

(6) 指導教員 

ア 県立学校 

（ア） 指導教員は、原則として、初任者が所属する学校の副校長、教頭、主幹教諭、

指導教諭、教諭又は講師の中から、当該校長の意見を聴いて、県教育委員会が

命じるものとする。  

（イ） 県教育委員会は、指導教員を命じる場合、予算の範囲内において、教員定数

又は非常勤講師について措置を講じるものとする。  

（ウ） 校長は、指導教員による初任者に対する指導及び助言が円滑に実施できるよ

うにするため、指導教員の担当授業時数及び校務分掌等を軽減するものとする。  

 

イ 市町村立学校 

（ア） 市町村教育委員会は、原則として、初任者４人を同一市町村内の３校に配置

する。２人配置校を拠点校、１人配置校の２校を兼務校とし、拠点校には、初

任者の指導を専門に行う指導教員（以下「拠点校指導教員」という。）を置く

ものとする。 

（イ） 拠点校では、拠点校指導教員を、所管する市町村教育委員会が校長の意見を

聴取し、当該初任者が所属する学校の教諭又は講師の中から命じるものとす

る。校長は、拠点校指導教員による研修が円滑に実施できるようにするため、

拠点校指導教員に研修に係る業務以外の校務分掌等を命じないものとする。 
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（ウ） 兼務校では、校内の指導教員（以下「兼務校指導教員」という。）を、当該

初任者が所属する学校の主幹教諭、指導教諭、教諭又は講師の中から校長が適

任者に命じるものとする。校長は、兼務校指導教員による研修が円滑に実施で

きるようにするために、兼務校指導教員の担当授業時数及び校務分掌等を軽

減するものとする。 

（エ） （イ）又は（ウ）により拠点校指導教員又は兼務校指導教員を命じる講師は、

原則として公立小学校、中学校、義務教育学校又は特別支援学校において校

長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭又は教諭として勤務した経験を有する

者であること。 

（オ） 県教育委員会は、指導教員を命じることに伴い、当該初任者が所属する学校

に対し、教員定数又は非常勤講師について措置を講じるものとする。 

 

(7) 教科指導員 

ア 中学校、義務教育学校後期課程、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校におい

て、指導教員の免許教科が初任者の免許教科と異なる場合は、初任者に対して教科

に係る指導及び助言を行わせるため、原則として、教科指導員を置くものとする。 

イ 県立学校における教科指導員は、原則として当該初任者が所属する学校又はその

近隣の学校の主幹教諭、指導教諭、教諭又は講師の中から、当該初任者が所属する学

校の校長の意見を聴取し、県教育委員会が命じるものとする。  

ウ 市町村立学校の教科指導員は、原則として当該初任者が所属する学校の副校長、

教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭又は講師の中から、校長が適任者に命じるものとす

る。ただし、当該初任者が所属する学校に適任者がいない場合は、その近隣の学校の

副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭又は講師の中から、当該初任者が所属する

学校及び近隣の学校の校長の意見を聴取し、市町村教育委員会が適任者に命じるも

のとする。 

エ 県教育委員会は、市町村立学校において、教科指導員を命じる場合、非常勤講師に

ついて措置を講じるものとする。  

オ 校長は、教科指導員による初任者に対する指導及び助言が円滑に実施できるよう

にするため、必要に応じて教科指導員の担当授業時数及び校務分掌等を軽減するも

のとする。 

 

(8) 市町村立学校における非常勤講師 

  ア   県教育委員会は、指導教員又は教科指導員を命じることに伴い必要になる非常勤

講師の人数に応じて非常勤職員を任命し、市町村教育委員会の求めに応じて、非常

勤職員を市町村教育委員会に派遣するものとする。  

イ   市町村教育委員会は、非常勤職員を非常勤講師に任命し、当該学校に勤務するこ

とを命じるものとする。  
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(9) 校長等連絡協議会 

  研修を円滑かつ効果的に実施するため、校長、指導教員及び教科指導員の連絡協議会

を開催するものとする。  

 

(10) 年間指導計画書及び指導報告書等 

校長は、学校における年間指導計画書及び指導報告書を、学校を所管する教育委員会

に提出するものとする。  

 

 

３ 若年教員研修２年目 

(1) 実施者及び対象者 

県教育委員会又は市町村教育委員会は、その所管する学校の教職経験１年経過教員に

ついて研修を受けさせるものとする。  

 

(2) 研修の内容 

  対象者は、校内において、校長を中心とする指導及び助言による研修を受けるととも

に、校外において教育センター等における研修を受けるものとする。  

 

(3) 年間研修計画 

ア 県教育委員会は、年間研修計画を作成する。  

イ 年間研修計画においては、３の(2)に定める事項のほか、校外における研修の項目

及び時期その他必要な事項を定めるものとする。  

 

(4) 校内研修体制 

ア 校長及び副校長、教頭は、対象者の指導及び助言に当たるものとする。 

イ 主幹教諭又は指導教諭（以下「主幹教諭等」という。）は、校長及び副校長、教頭

の指導の下に、対象者に対して指導及び助言に当たるものとする。  

ウ 主幹教諭等以外の教員は、校長及び副校長、教頭の指導の下に、主幹教諭等と連携

しつつ、対象者の指導及び助言に当たるものとする。  

エ 主幹教諭等は、校長、副校長、教頭及び主幹教諭等以外の教員による対象者に対す

る指導及び助言の状況を把握し、年間を通して系統的、組織的な研修が行われるよ

うにするものとする。  

オ 校長は、対象者が校外における研修を受ける間、その授業が主幹教諭等又は必要

に応じて主幹教諭等以外の教員によって適切に行われるように配慮するものとする。 

 

(5) 報告 

校長は、対象者が校外で受講した研修及び校内で計画した研修の報告として、実績が

わかるものを作成し、別途定めるところにより報告するものとする。 
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４ 若年教員研修３年目 

(1) 実施者及び対象者 

県教育委員会又は市町村教育委員会は、その所管する学校の教職経験２年経過教員に

ついて研修を受けさせるものとする。  

 

(2) 研修の内容 

  対象者は、校内において、校長を中心とする指導及び助言による研修を受けるととも

に、校外において教育センター等における研修を受けるものとする。  

 

(3) 年間研修計画 

ア 県教育委員会は、年間研修計画を作成する。  

イ 年間研修計画においては、４の(2)に定める事項のほか、校内における研修、校外

における研修の項目及び時期その他必要な事項を定めるものとする。  

 

 (4) 校内研修体制 

ア 校長及び副校長、教頭は、対象者の指導及び助言に当たるものとする。 

イ 主幹教諭等は、校長及び副校長、教頭の指導の下に、対象者に対して指導及び助言

に当たるものとする。  

ウ 主幹教諭等以外の教員は、校長及び副校長、教頭の指導の下に、主幹教諭等と連携

しつつ、対象者の指導及び助言に当たるものとする。  

エ 主幹教諭等は、校長、副校長、教頭及び主幹教諭等以外の教員による対象者に対す

る指導及び助言の状況を把握し、年間を通して系統的、組織的な研修が行われるよ

うにするものとする。  

オ 校長は、対象者が校外における研修を受ける間、その授業が主幹教諭等又は必要

に応じて主幹教諭等以外の教員によって適切に行われるように配慮するものとする。 

 

(5) 報告 

校長は、対象者が校外で受講した研修及び校内で計画した研修の報告として、実績が

わかるものを作成し、別途定めるところにより報告するものとする。 

 

 

５ 福岡県若年教員研修実施協議会 

(1) 県教育委員会は、次の事項について協議を行うため、福岡県若年教員研修実施協議

会（以下「実施協議会」という。）を設置する。  

ア 年間研修計画 

イ その他実施上の諸課題  

(2)  実施協議会は、福岡県教育庁教育監が主宰する。  
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６  経費 

  県教育委員会は、研修に必要な経費を予算の範囲内で支出するものとする。  

 

 

７  その他 

  この要綱に定めるもののほか、福岡県若年教員研修の実施に必要な事項については、

教育庁教育振興部高校教育課、義務教育課及び特別支援教育課でそれぞれ作成する実施

細目によるものとする。  

 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年３月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年３月１日一部改正） 

この要綱は、令和６年３月１日から施行する。 
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２ 福岡県若年教員研修 

実施細目 
 

  市町村立小中学校等初任者研修 
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福岡県若年教員研修実施細目 

                                                                  義務教育課 

 

１ 目的 

  この規定は、福岡県若年教員研修実施要綱７の規定に基づき、市町村立小中学校等若

年教員研修のための実施細目を定めることを目的とする。 

 

２ 若年教員研修 1 年目（初任者研修） 

(1) 対象 

   令和８年度に、福岡県の市町村（指定都市及び中核市を除き、学校組合立を含む。以

下同じ。）立小学校、中学校、義務教育学校又は特別支援学校（以下「小中学校等」と

いう。）の教諭（養護教諭、栄養教諭を除く。）として発令された者。 

ただし、次のア～ウに該当する者を除く。 

ア 臨時的に任用された者  

イ 本県の公立小中学校等以外の学校（大学及び高等専門学校を除く。）で３年間以

上の経験を有する者で、任命権者が教諭の職務の遂行に必要な事項についての知

識又は経験の程度を勘案し、初任者研修を実施する必要がないと認めるもの  

ウ 教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）第４条第３項に規定する特別免許状

を有する者 

   

(2) 研修の内容 

   校内における研修（72～130 時間）、校外における研修（10 日又は 11 日）の内容は、

次のとおりとする。ただし、一般研修は週１～２時間、授業研修は週３～４時間とす

る。 

○ 校内における研修（72～130 時間）の内容 

   ・ 一般研修                                            18 ～ 40 時間 

   ・ 授業研修                                            54 ～ 90 時間 

○ 校外における研修（10 日又は 11 日）の内容 

   ・ 県教育センター及び県体育研究所における研修                         ６日  

   ・ 各教育事務所における研修                                    ４又は５日 

 

(3) 研修の実施体制及び実施方法 

福岡県教育委員会が示す年間研修計画に基づき、実施機関があらかじめ具体的な計

画を作成し、実施するものとする。 

ア 実施体制 

令和８年度の若年教員研修１年目（初任者研修）は、原則として、初任者４人を

同一市町村内の３校に配置し、２人配置校を拠点校、１人配置校の２校を兼務校と

して、３人の指導教員が４人の初任者を指導する方式で実施する。  

(ｱ) 拠点校には、初任者の指導を専門に行う指導教員（以下「拠点校指導教員と

いう。」）を配置する。  
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(ｲ) 兼務校には、初任者の指導を行う指導教員（以下「兼務校指導教員」という。）

を校長が命じる。 

 

イ 具体的な実施方法   

(ｱ) 校内における研修（72～130 時間）の方法  

ａ 一般研修 

一般研修は、教員の一般的な職務遂行に必要な内容について、指導教員等が

初任者に、口頭指導、観察指導、作業指導、作業点検の指導を行うものとする。  

なお、総時間数のうち年間３回以上を原則として合同研修会（※）として実

施する。 

ｂ 授業研修 

授業研修は、授業の進め方について、指導教員等が初任者に、観察指導、研

究授業指導、示範授業、授業参観指導、作業指導及び作業点検の指導を行うも

のとする。 

また、初任者は、授業を年間３回（教科の学習指導１回、道徳科の学習指導

１回、学級活動の学習指導１回）公開し、指導を受けるものとする。そのうち、

１回は指導主事による直接指導を受けることを原則とする。         

 

※ 合同研修会 

一般研修を効果的・効率的に行うことを目的として、３人の指導教員（拠点

校・兼務校）が４人の初任者に指導を行う研修方法として合同研修会を実施す

る。当該研修は、２時間又は１時間で行うものとし、拠点校に集合又はオンラ

インにより実施する。また、長期休業中に複数回分を集中して計画することも

できる。   

研修計画作成に当たっては、４人の初任者及び学校等の実態を考慮する。  

ただし、初任者の配置等により、拠点校・兼務校がなく、単一校のみの場合

は、合同研修会を実施する必要はない。  

 

表１ 合同研修会において取り扱う内容（例）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修内容  
一般⑥  人権教育  
一般⑩  特別支援教育  
一般⑪  基本的生活習慣の形成  
一般⑮  図書館教育  
一般⑯  生徒指導  
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【週時程における研修の実施例】  

下の表２は、拠点校指導教員が、小学校１人配置の兼務校に火曜日の午前中に４

時間訪問し指導を行う場合を想定した初任者の週時程の例である。この場合、拠点

校指導教員は、１・２校時に教材研究等の事前準備や兼務校との打合せ等を行うも

のとする。 

表２「週時程の例」 

■週時程における記号について  

◎「ア」は一般研修（１又は２時間） 

・ 合同研修会（年間３回以上）も 

 この時間に実施することを原則と 

 する。ただし、長期休業中に実施  

の場合はこれによらない。  

◎「イ」は授業研修 （３又は４時間）  

  ・ □イは、初任者の研究授業及び観察 

指導、指導教員等の示範授業、授業 

参観指導のいずれかの授業研修 

（１時間） 

・ ■イは、授業に対する反省、又 

は協議及び指導教員の事後指導  

の授業研修（１時間）  

  ・ イは、作業指導、作業点検等の 

授業研修（２時間）  

 

◎「Ａ」は校外研修 (月１回程度) 

 ・ 校外研修は、１日又は半日と 

する。 

・ 「Ａ」の時間に研修を実施しない  

日は、初任者の負担軽減の時間に 

充てることを原則とする。 

 

◎「校」は校内の教員による後補充 

「講」は非常勤講師による後補充 

「×」は負担軽減の時間（原則、 

水曜日の午前中の最後の 

校時に充てること） 

                     

 

※計画書（様式２－２）作成の際、週時程は一般研修１又は２時間、授業研修 

３又は４時間（週当たりの最大時間数）で計画すること。 

 

 

 
月  火  水  木  金  

１  道  ○  ○  ○  ○  

２  ○  ○  ○  ○  ○  

３  ○  □イ  ○  イ講  ○  

４  ○  ■イ校 ×講  (イ 講 )  ○  

５  ア講  ○  Ａ講  学  ○  

６  (ア 講 )  ○  Ａ講    

放 課 後       

 

 (ｲ) 校外における研修（10 日又は 11 日）の方法 

ａ 県教育センター及び県体育研究所における研修（６日） 

県教育センター及び県体育研究所が作成する実施計画に基づき、研修を行う

ものとする。 

オンデマンド研修の実施については、基本研修計画書等を参照し、計画的に、

在籍校で所属長が勤務時間内に設定した研修時間と場所で行うものとする。  

■  初任者の負担を考慮し、放課後の研修は

週１時間以内とする。  

■  小学校の週当たりの授業時間数は 23時間

を上限とする。なお、道徳科、外国語活

動又は外国語科、総合的な学習の時間、

学級活動を含む。  

■  中学校の週当たりの授業時数は、 20時間  

を上限とする。なお、総合的な学習の時  

間は含むが、道徳科、学級活動の時間は  

含まない。  
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 また、研修動画は指導教員も視聴し、研修内容を合わせるようにする。  

ｂ 各教育事務所における研修（４又は５日） 

各教育事務所が作成する実施計画に基づき、次に示す研修を行うものとする。 

【内訳】  
a 授業研修    合計２又は３日  
・  教科の学習指導           

・  道徳科の学習指導          

・  学級活動の学習指導       
b 一般研修   １日  

開講式、教員としての心構え、服務等の研修を実施  
c 閉講式    １日  

閉講式、体験発表、研究発表、講演会等を年度末に実施  

 

(4) 指導教員等の配置 

ア 指導教員等（拠点校指導教員、兼務校指導教員及び教科指導員）の配置 

(ｱ) 拠点校指導教員は、拠点校の教諭又は講師の中から、当該の市町村教育委員会

が適任者に命じるものとする。ただし、中学校の拠点校では、初任者のどちらか

と同教科の免許状を持つ教諭又は講師に命じるものとする。 

(ｲ) 兼務校指導教員は、当該学校の主幹教諭、指導教諭、教諭又は講師の中から、

校長が適任者に命じるものとする。ただし、中学校においては、初任者と同教科

の免許状をもつ主幹教諭、指導教諭、教諭又は講師を原則とする。 

(ｳ) 指導教員と初任者の免許教科が異なる場合は、教科指導員を当該学校の副校

長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭又は講師の中から、校長が適任者に命じる

ことができるものとする。ただし、初任者の所属する学校に適任者がいない場合

は、その近隣の学校の副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭又は講師の中か

ら、当該校長の意見を聴取して、市町村教育委員会が命じるものとする。 

イ 非常勤講師の配置 

県教育委員会は、指導教員等を命じることに伴い必要となる非常勤講師の人数に

応じて非常勤職員を任命し、市町村教育委員会の求めに応じて、当該非常勤職員を市

町村教育委員会に派遣するものとする。  

市町村教育委員会は、当該非常勤職員を非常勤講師に任命し、当該学校に勤務する

ことを命じるものとする。  
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(5) 校長、指導教員等の職務 

ア 校長 

(ｱ) 校長は、指導教員を指導するとともに、校務分掌に若年教員研修１年目（初任

者研修）委員会を位置付け、学校全体としての協働的な体制を確立するものとす

る。 

(ｲ) 校長は、年間指導計画を円滑に実施できるように配慮し、初任者の指導及び助

言に当たるものとする。 

(ｳ) 校長は、初任者が研修を受ける間、初任者の担当する授業が指導教員又は指導

教員以外の教員によって適切に行われるように配慮するものとする。 

(ｴ) 拠点校指導教員が在籍する校長は、拠点校指導教員に、若年教員研修 1 年目研

修（初任者研修）に係る業務以外の校務分掌等を命じないこととする。 

イ 指導教員（拠点校指導教員、兼務校指導教員）  

(ｱ) 指導教員は、校長及び副校長・教頭の指導の下、年間指導計画に従って、初任

者に対し、指導及び助言に当たるものとする。 

(ｲ) 指導教員は、口頭指導、観察指導、研究授業指導、示範授業、授業参観指導、

作業指導及び作業点検の指導のいずれか、又はいくつかを組み合せた研修で、指導

及び助言を行うものとする。 

(ｳ) 指導教員は、年間を通して系統的、組織的な研修が行われるように企画、運営

するとともに、校長、副校長・教頭及び指導教員以外の教員による初任者に対する

指導及び助言の内容を把握する。また、運営に必要な連絡、調整を行うものとする。 

ウ 教科指導員 

(ｱ) 教科指導員は、校長及び副校長・教頭の指導の下、年間指導計画に従って、初

任者に対し、教科に係る指導及び助言を行うものとする。 

(ｲ) 教科指導員は、口頭指導、観察指導、研究授業指導、示範授業、授業参観指導、

作業指導及び作業点検の指導のいずれか、又はいくつかを組み合せた研修で、指導

及び助言を行うものとする。 

エ 指導教員等以外の教員  

指導教員等以外の教員は、校長及び副校長・教頭の指導の下に、年間指導計画に従

い指導教員等と連携し、初任者の指導及び助言に当たるものとする。 

 

(6) 非常勤講師等の措置等 

ア 若年教員研修１年目（初任者研修）の円滑な運営のために、当該学校に対し、次

のとおり非常勤講師の配置をするものとする。 

 

 

 

 

 

 

イ 上記アの非常勤講師の活用に当たっては、非常勤講師の勤務日や週当たりの勤務 

 【拠点校】 

 ＜小学校＞３人配置の学校・・・・・・・・〔初任者１人分のみ年間 210 時間〕 

 ＜中学校＞初任者と指導教員が異教科・・・〔初任者１人につき年間 90 時間〕 

 【兼務校】 

  小・中学校ともに・・・・・・・・・・・〔初任者１人につき年間 210 時間〕 
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日数及び勤務時間が、学校の実態に応じて弾力的な活用ができるものとする。 

     また、同一市町村内であれば、複数校の勤務ができるものとする。 

ウ 会計年度任用職員制度の導入に伴い、コマ数の管理から勤務時間の管理になるこ

とに留意すること。上記の時間は初任者研修のための後補充の最大コマ数として表

記しており、後補充に伴う教材研究・事務処理を加えて勤務時間を管理すること。 

（例）210 時間（後補充）＋105 時間（教材研究・事務処理）＝315 時間 

（例） 90 時間（後補充）＋ 45 時間（教材研究・事務処理）＝135 時間 

(7) 校長及び指導教員等の研修及び連絡協議会 

ア 校長連絡協議会（２日） 

(ｱ)  若年教員研修１年目（初任者研修）を円滑かつ効果的に実施するため、校長連

絡協議会を置くものとする。 

(ｲ)  校長連絡協議会は、各教育事務所が実施するものとする。ただし、第２回目の

閉講式は、拠点校指導教員等連絡協議会と同日に開催することを原則とする。 

イ 指導教員等連絡協議会（３日） 

(ｱ)  指導教員等の研修実施上の課題等に係る協議のため、指導教員等連絡協議会を

置くものとする。ただし、必要と認める場合は、教科指導員及び市町村教育委員会

指導主事等も参加できるものとする。 

(ｲ)  指導教員等連絡協議会は、各教育事務所が実施するものとする。ただし、第３

回目の閉講式は、校長連絡協議会と同日に開催することを原則とする。 

 

＜校長連絡協議会の時期及び内容の例＞ 

時期 内容 

４月 
○ 若年教員研修１年目（初任者研修）実施上の留意事項等の説明 

○ 年間指導計画の作成及び指導体制、指導方法等に関する留意事項の説明 

２月 
○ 閉講式（初任者、校長、指導教員等） 

  ・ 体験発表、研究発表、講演等 

 

＜指導教員等連絡協議会の時期及び内容の例＞ 

時期 内容 

４月 

○ 若年教員研修１年目（初任者研修）実施上の留意事項等の説明 

○ 年間指導計画の作成及び指導体制、指導方法等に関する留意事項の説明 

○ 指導教員の役割及び服務等の説明 

６月 

○ 初任者に対する指導・助言に関する留意事項の周知徹底 

○ 指導教員間の情報交換 

○ 教科、道徳科、学級活動の指導法に関する講義・演習・協議等 

２月 
○ 閉講式（初任者、校長、指導教員等） 

 ・  体験発表、研究発表、講演等 

 

 

 

15



(8) 年間指導計画書及び年間指導報告書等 

ア 各学校は、次の文書（電子媒体）を作成するものとする。 

(ｱ)  令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導計画書 関係者一覧表 

(ｲ)  令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導計画書 

a 校内研修：一般研修 

b 校外研修 

       c 校内研修：授業研修 

    d 週時程 

(ｳ)  令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導報告書、年間研修報告書 

ａ 年間指導報告書 

  ・ 校内研修：一般研修 

  ・ 校内研修：授業研修 

 ｂ 年間研修報告書 

  ・ 校外研修 

(ｴ)  日誌 

ａ 若年教員研修１年目（初任者研修）日誌 

ｂ 若年教員研修１年目（初任者研修）指導日誌 

イ 校長は、上記ア(ｱ)～(ｴ)を所管の教育委員会に提出するものとする。 

ウ 市町村教育委員会は、当該学校から提出された上記ア(ｱ)～(ｴ)の文書（電子媒体）

を所管の教育事務所に提出するものとする。 

エ 各教育事務所は、上記ア(ｱ)～(ｳ)の文書（電子媒体）を教育庁教育振興部義務教育

課長に提出するものとする。 

 

(9) 留意事項 

ア 校内体制について 

(ｱ) 校務分掌に若年教員研修１年目（初任者研修）委員会を位置付け、定期的に委員

会を開催すること。 

(ｲ)  校内研修においては、原則として管理職も参加し、初任者への指導助言を行う

こと。 

  イ 指導教員等について 

(ｱ) 拠点校指導教員、兼務校指導教員又は教科指導員を命じる教員には、再任用制度

により任用された教諭を含むものとする。 

(ｲ) 拠点校指導教員は、週１日（４時間以上）の割合で兼務校を訪問し、授業研修を

中心とした研修を実施すること。また、校内の指導体制のコーディネーター役と

なること。 

(ｳ) 兼務校指導教員は、拠点校指導教員との話合いの下、一般研修、授業研修等に係

る役割分担を明確にして、初任者への指導を行うこと。また、校内の指導体制のコ

ーディネーターの役となること。 

(ｴ) 兼務校指導教員又は教科指導員の持ち時間数が多い場合は、担当の授業持ち時

間数及び校務分掌等を軽減すること。 
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(ｵ) 教科指導員は、年間指導計画の作成段階、実施段階において、指導教員と連携を

取りながら参加すること。 

ウ 初任者について 

(ｱ) 初任者は、原則として、学級担任をすること。ただし、通常学級が３学級以下の

中学校においては、副担任とすることができる。また、複数の初任者が配置された

中学校においては、配置人数の半数未満の初任者を副担任（例：３人配置の場合は

１名、６人配置の場合は２名）とすることができる。その際、採用から３年以内に  

  担任を経験させることとする。  

(ｲ) 学校の実態に応じて、初任者を含む複数の教員で１学級を担任してもよい。 

 (ｳ)  初任者の週当たりの授業持ち時間数は、初任者研修を考慮し、学校の実情や初

任者の実態に応じて適切な時間数を持たせること。 

ａ  小学校の初任者の授業持ち時間数は、週２３時間を上限とすること。  

なお、道徳科、外国語活動（外国語科）、総合的な学習の時間、学級活動を含む。  

ｂ  中学校の初任者の授業持ち時間数は、週２０時間を上限とすること。  

なお、総合的な学習の時間を含むが、道徳科、学級活動の時間は含まない。 

エ 研修計画の作成について 

(ｱ) 校内における研修の週時程 

P12 の週時程の例は、研修のパターンとして示したものである。これを参考に、

研修を実施する曜日や時間帯は、学校の実態に応じて変更することができる。 

(ｲ) 週時程内の一般研修と授業研修のバランス 

一つの週の中に、一般研修及び授業研修をバランスよく配分することが望ましい。 

しかし、時期によっては、本来は授業研修の時間帯であるのに一般研修を計画した 

り、逆に一般研修の時間帯であるのに授業研修を計画したりすることもある。 

なお、年間の研修回数は各 18 回以上 25 回以内となるように計画すること。 

  オ 校内における研修時間について 

(ｱ) 週４～６時間（一般研修１又は２時間、授業研修３又は４時間）を基本とするこ

と。 

(ｲ) 週時程モデルの授業研修□イと■イは同一日に位置付けること。 

(ｳ) 指導教員等による初任者に係る直接指導の時間数は、総指導時間数が週４～６

時間で、年間 72 時間以上になるようにすること。また、直接指導と準備処理の合

計時間数が 144 時間以上になるようにすること。 

カ 授業研修について 

(ｱ) 学習指導案等、研修に必要な資料の作成については、初任者の過度な負担とな

らないよう配慮すること。 

(ｲ) 所属校の校内研修会で初任者が授業を公開し、指導教員等から適切に指導を受

ける場合は、校内における研修としてカウントできる。ただし、指導主事の直接指

導を受ける授業研修との重ね合わせはできない。 

(ｳ) 教育事務所主催の授業研修において、初任者が代表授業を行う場合は、校内に

おける研修の指導主事による直接指導１回分の授業研修としてカウントできる。 

(ｴ) 市町村教育委員会が行う学校訪問又は計画訪問において、指導主事の直接指導
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（個別指導）が行われる場合は、校内における研修の指導主事による直接指導１

回分の授業研修としてカウントできる。 

キ 合同研修会について 

(ｱ) ２時間又は１時間で行い、年間の実施回数は３回以上を原則として実施するこ

と。 

(ｲ) 研修内容については、P11「※ 合同研修会」を参考にして、初任者及び学校等

の実態を考慮して計画すること。 

(ｳ) 実施時間については、各校の実態等を考慮して、放課後の時間を活用すること

もできる。 

ク 校外研修について 

(ｱ) 研修日数を削減することはできないが、半日の研修をもって１日研修とカウン

トすることができる。 

(ｲ) 研修の欠席・遅刻については、令和８年度基本研修計画書（福岡県教育委員会）

の記載内容に基づいて関係機関に報告すること。また、福岡県立スポーツ科学情報

センター（アクシオン福岡）で開催される福岡県体育研究所及び福岡県教育センタ

ー主管の実技を伴う研修の見学についても、同様に報告すること。  

（見学届は、基本研修計画書記載の二次元コードより提出する） 

なお、欠席、遅刻、見学等により校外研修の一部又は全部を受講できなかった場

合は、校長の責任において、研修の目的が達成されるよう代替研修を行うとともに、

その内容を令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間研修報告書（校外研

修）（様式３－２）に記載すること。 

(ｳ) 校外研修の日は、研修開始時刻に遅れないように、初任者の授業担当等に配慮

すること。 

 

ケ 教職大学院修了者等の負担軽減措置について 

(ｱ) 教職大学院修了者は、教育センターで行われる研修の一部について、校長の判

断により軽減を行うことができる。なお、負担軽減措置を受ける場合は、令和８

年４月６日（月）までに免除届を提出する。 

(ｲ) 講師経験３年（36 か月）以上の者は、教育センター及び体育研究所で行われる

研修について校長の判断により軽減を行うことができる。 

 ※ 講師経験の期間については、福岡県・他都道府県・指定都市の公立学校、国立

学校、県立学校及び私立学校の常勤講師としての経験年数を通算する。ただし、

非常勤の期間は通算しない。なお、負担軽減措置を受ける場合は、令和８年４月

６日（月）までに免除届を提出する。 

(ｳ) 研修の軽減は、P19「教職大学院修了者等の若年教員研修１年目（初任者研修）

に係る負担軽減措置」を参考に、初任者の実態と研修内容に応じて行うこと。 
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教職大学院修了者等の若年教員研修１年目(初任者研修)に係る負担軽減措置 

 
会場等 研修内容 

軽減 

院 講 

校
内
研
修 

（

72
～

130
時
間
） 

一般研修 

(18～40 時間) 

 週 

1～2 時間 

学級事務、週案、教室環境、人権教育、健康教育、 

学級経営案、いじめ問題、特別支援教育、 

基本的生活習慣、評価と評定、休業中の生活指導、 

学校行事、図書館教育、生徒指導、年度末学級事務 他 

× × 

授業研修 

(54～90 時間) 

週 

3～4 時間 

研究授業３回（内、１回は指導主事訪問） 

授業参観、授業整理会 他 
× × 

校
外
研
修
（

10
又
は

11
日
間
） 

教育センター 

（4 日間） 

 小学校 中学校   

１日目 

※在籍校で実施 

(オンデマンド ) 

教育課程説明「総則」 

【講義】発達や特性に応じた指導 

【講義】学習指導 

【講義】特別支援教育 

【講義】生徒指導 

【講義】ストレスマネジメント 

【講義】安全管理 

教育課程説明「総則」 

【講義】発達や特性に応じた指導 

【講義】学習指導 

【講義】特別支援教育 

【講義】生徒指導 

【講義】ストレスマネジメント 

【講義】安全管理 

小  

× 

中  

× 

小  

× 

中  

× 

２日目 

※教育センターで実施 

【演習・協議】 

教科等の授業づくり 

 

【演習・協議】 

教科等の授業づくり 

 

小  

△  

中  

△  

小  

△  

中  

△  

３日目 

※在籍校で実施 

(オンライン ) 

【演習・協議】 

特別活動の指導の充実 

【演習・協議】 

 総合的な学習の時間の指導の充実 

【演習・協議】 

 道徳科の指導の充実 

【演習・協議】 

特別活動の指導の充実 

【演習・協議】 

 総合的な学習の時間の指導の充実 

【演習・協議】 

 道徳科の指導の充実 

小  

△  

中  

△  

小  

△  

中  

△  

４日目 

※教育センターで実施 

【演習・協議】 

生徒指導の実践上の 

視点を生かした教育活動 

【演習・協議】 

人権教育の推進における基本的な考え方  

【演習・協議】 

特別支援教育の視点に基づく授業づくり  

【演習・協議】 

生徒指導の実践上の 

視点を生かした教育活動 

【演習・協議】 

人権教育の推進における基本的な考え方  

【演習・協議】 

特別支援教育の視点に基づく授業づくり  

小  

× 

中  

× 

小  

× 

中  

× 

体育研究所 

(2 日間) 

 小学校 中学校   

１日目 

【実技】 

水泳指導 

【講義・実技】 

心肺蘇生法 

【講義・演習】 

スポーツ活動と応急処置  

【講義・実技】 

心肺蘇生法 

× × 

２日目 

【実技】 

運動領域の指導 

 体力テスト 

【講義・演習 

薬物乱用防止教育の推進  

【講義・実技】 

 心身の健康と体力の向上  

× △  

教育事務所 

(４又は 5 日間) 

２又は３日間 【代表授業研修】教科、道徳科、学級活動 × × 

１日間 【一般研修】開講式、服務、心構え等 × × 

１日間 【閉講式】 × × 

院：教職大学院修了者 講：講師経験３年（36 か月）以上の者  

△：校長の判断により軽減有（Plant 申込とともに免除届必要）  ×：軽減なし  
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３  若年教員研修２年目 

(1) 対象 

令和７年度に、福岡県の市町村（学校組合）立小・中・義務教育・特別支援学

校の教諭（養護教諭、栄養教諭を除く。）として発令され、令和８年３月３１日

までに教職経験１年を経過する者。  

 

(2) 年間研修計画  

ア 校内研修 

     各学校において内容を定め実施する。なお、研究授業の実施回数は、校長が定

めるものとする。  

イ  校外研修 

    (ｱ) 県教育センターにおける研修（１日）  

    (ｲ) 各教育事務所における研修（１日）  

 

(3) 校内指導体制  

ア 指導教員及び教科指導員等は置かない。  

イ 校長は、副校長、教頭及び主幹教諭、指導教諭等（以下、指導者という。）を中

心に、学校全体で研修が年間を通して組織的、系統的に実施されるよう配慮するも

のとする。 

ウ 指導者は、研修教員が適切な研修を実施できるよう指導及び助言に当たるもの

とする。 

 

(4) 研修の態様  

   ア 校内研修 

     指導者を中心に、講義、演習、自主研修、協議等による研修を行うものとする。  

イ  校外研修 

    (ｱ) 県教育センター等における研修（１日）  

          県教育センターで作成する実施計画に基づき、講義、演習及び実技等の研修

を行うものとする。  

    (ｲ)  各教育事務所における研修（１日）  

          各教育事務所が作成する実施計画に基づき、講義、演習及び実技等の研修を

行うものとする。  

 

(5) 報告   

ア 研修の実績がわかるものとは、次のようなものである。 

    ・ 若年教員研修２年目研修実績報告（様式例：様式４－１参照） 

・ 公開授業の指導案（実施した場合のみ） 等  

イ 校長は、上記アを所管の教育委員会に提出するものとする。  

ウ 市町村教育委員会は、当該学校から提出された上記アの文書を所管の教育事務

所に提出するものとする。  

20



４  若年教員研修３年目 

(1) 対象 

令和６年度に、福岡県の市町村（学校組合）立小・中・義務教育・特別支援学

校の教諭（養護教諭、栄養教諭を除く。）として発令され、令和８年３月３１日

までに教職経験２年を経過する者。  

 

(2) 年間研修計画  

ア 校内研修 

     各学校において内容を定め実施する。なお、研究授業の実施回数は、校長が定

めるものとし、年１回の公開授業を実施すること。  

イ  校外研修 

    (ｱ) 県教育センターにおける研修（１日）  

    (ｲ) 各教育事務所における研修（１日）  

 

(3) 校内指導体制  

ア 指導教員及び教科指導員等は置かない。  

イ 校長は、副校長、教頭及び主幹教諭、指導教諭等（以下、指導者という。）を中

心に、学校全体で研修が年間を通して組織的、系統的に実施されるよう配慮するも

のとする。 

ウ 指導者は、研修教員が適切な研修を実施できるよう指導及び助言に当たるもの

とする。 

 

(4) 研修の態様  

   ア 校内研修 

     指導者を中心に、講義、演習、自主研修、協議等による研修を行うものとする。  

イ  校外研修 

    (ｱ) 県教育センター等における研修（１日）  

          県教育センターで作成する実施計画に基づき、講義、演習及び実技等の研修

を行うものとする。  

    (ｲ)  各教育事務所における研修（１日）  

          各教育事務所が作成する実施計画に基づき、講義、演習及び実技等の研修を

行うものとする。  

 

(5) 報告書等   

ア 研修の実績がわかるものとは、次のようなものである。  

    ・ 若年教員研修３年目研修実績報告（様式例：様式５－１参照）  

・ 公開授業の指導案（１回以上の学習指導案） 等 

イ 校長は、上記アを所管の教育委員会に提出するものとする。  

ウ 市町村教育委員会は、当該学校から提出された上記アの文書を所管の教育事務

所に提出するものとする。  

21



５  その他  

   この実施細目に定めるもののほか、研修計画書及び研修報告書等の様式、同提出

方法及びその他の研修の実施に必要な事項は、義務教育課長が別途定めるものと

する。  
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福岡県若年教員研修に係る提出物、提出方法等 

 
義務教育課 

【若年教員研修１年目（初任者研修）】 
 

１  配 布 物 
  若年教員研修１年目（初任者研修）の円滑な実施を図るために、次のものを電子媒体により配布する。 

(1) 福岡県教育委員会が関係市町村（学校組合を含む。以下同じ。）教育委員会に配布するもの 

○ 市町村教育委員会保管用 

・ 福岡県若年教員研修計画書 

・ 若年教員研修１年目（初任者研修）日誌（初任者用） 

・ 若年教員研修１年目（初任者研修）指導日誌（指導教員用） 

 

(2) 福岡県教育委員会が若年教員研修１年目（初任者研修）関係者に配布するもの 

① 初任者に配布するもの 

・ 若年教員研修１年目（初任者研修）日誌（初任者用） 

・ 若い教師のための教育実践の手引（※冊子による配布） 

② 指導教員に配布するもの（拠点校・兼務校） 

・ 福岡県若年教員研修計画書 

・ 若年教員研修１年目（初任者研修）指導日誌（指導教員用） 

・ 若い教師のための教育実践の手引（※冊子による配布） 

③ 初任者配置校校長に配布するもの 

・ 福岡県若年教員研修計画書 

・ 若年教員研修１年目（初任者研修）日誌（初任者用） 

・ 若年教員研修１年目（初任者研修）指導日誌（指導教員用） 

・ 若い教師のための教育実践の手引 

 

２  提 出 物 
  若年教員研修１年目（初任者研修）の実施に当たっては、次の文書（電子媒体）等を作成し提出する。 

(1) 令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導計画書 

①  様式 

      ア 年間指導計画書 関係者一覧表    【様式１】 

   イ 年間指導計画書 一般研修・校外研修 【様式２－１(No.1)】 

   ウ 年間指導計画書 授業研修      【様式２－１(No.2)】 

   エ 年間指導計画書 週時程       【様式２－２】 

※ 義務教育学校においては、小学校、中学校の様式を参考に作成する。 

 

②  提出の方法 

ア 学校→市町村教育委員会      ：令和８年４月３０日（木）まで提出 

イ 市町村教育委員会→教育事務所 ：令和８年５月 ８日（金）まで提出 

ウ 教育事務所→義務教育課       ：令和８年５月２２日（金）まで提出 

 

  (2) 令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導報告書・年間研修報告書及び日誌 

   ①  様式 

      ア  年間指導報告書 校内研修：一般研修     【様式３－１(No.1)】 

      イ  年間指導報告書 校内研修：授業研修     【様式３－１(No.2)】 

      ウ  年間研修報告書 校外研修          【様式３－２】 

      エ  若年教員研修１年目（初任者研修）日誌（初任者用）     【別冊】 

      オ  若年教員研修１年目（初任者研修）指導日誌（指導教員用）  【別冊】 
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②  提出の方法 

ア 学校→市町村教育委員会      ：令和９年２月１５日（月）まで提出 

イ 市町村教育委員会→教育事務所 ：令和９年２月１９日（金）まで提出 

ウ 教育事務所→義務教育課       ：令和９年３月 ５日（金）まで提出 

 

 

※ 報告書の内容記入は、令和９年２月１２日（金）分までとし、以後の分は、予定のみ記入するものと

する。 

   なお、若年教員研修１年目（初任者研修）日誌、若年教員研修１年目（初任者研修）指導日誌につい

ては、市町村教育委員会を通して教育事務所までの提出とする。 

 

３  年間指導計画作成のための資料 

  各学校において年間指導計画を作成するための参考資料を次のとおり添付する。 

(1) 令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間事業計画一覧    資料１ 

(2) 令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間研修計画（例） 資料２－１、２－２ 

(3) 若年教員研修１年目（初任者研修）の校内における研修の指導方法    資料３ 

なお、研修内容については、「若年教員研修１年目（初任者研修）指導日誌（指導教員用）」の「参考資

料校内における一般研修の内容例」等も参考にすること。 

県教育センター及び県体育研究所における研修内容一覧は、別途通知する。 

 

４  校内における研修資料等の整理・保管 

  次年度からの若年教員研修１年目（初任者研修）での活用に供するため、校長は次の資料等を整理し保

管しておく。なお、保管期間は５年とする。 

・ 若年教員研修１年目（初任者研修）指導日誌（指導教員用）   

・ 校内研修で使用した資料 

・ 令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導計画書、令和８年度若年教員研修１年目（初

任者研修）年間指導報告書、年間研修報告書、研究授業の指導案等 

 

５  その他 

  提出物依頼については、本計画書によるので、別途行わない。 
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【若年教員研修２年目】 
 
１  配 布 物 

  若年教員研修２年目の円滑な実施を図るために、次のものを電子媒体により配布する。 

(1) 福岡県教育委員会が関係市町村（学校組合を含む。以下同じ。）教育委員会に配布するもの 

○ 市町村教育委員会保管用 

・ 福岡県若年教員研修計画書 

(2) 福岡県教育委員会が若年教員研修２年目関係者に配布するもの 

① 指導者に配布するもの 

・ 福岡県若年教員研修計画書 

② 研修教員在籍校校長に配布するもの 

・ 福岡県若年教員研修計画書 

 
２  提 出 物 

  若年教員研修２年目の実施に当たっては、実績がわかるものを提出する。（※Ｐ２０参照） 

 

(1)  提出の方法 

ア 学校→市町村教育委員会      ：令和９年２月２６日（金）まで提出 

イ 市町村教育委員会→教育事務所 ：令和９年３月 ５日（金）まで提出 

※ ただし、年度途中に休暇・休業取得等により研修の一部、または全て実施できなかった場合は、

研修が完了した年度に提出する。 

 

３  校内における研修資料等の整理・保管 

  次年度からの若年教員研修２年目での活用に供するため、校長は次の資料等を整理し保管しておく。 

・ 校内研修で使用した資料 

・ 研究授業の指導案 等 

 

４  その他 

  提出物依頼については、本計画書によるので、別途行わない。 
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【若年教員研修３年目】 
 

１  配 布 物 
  若年教員研修３年目の円滑な実施を図るために、次のものを電子媒体により配布する。 

(1) 福岡県教育委員会が関係市町村（学校組合を含む。以下同じ。）教育委員会に配布するもの 

○ 市町村教育委員会保管用 

・ 福岡県若年教員研修計画書 

(2) 福岡県教育委員会が若年教員研修３年目関係者に配布するもの 

① 指導者に配布するもの 

・ 福岡県若年教員研修計画書 

② 研修教員在籍校校長に配布するもの 

・ 福岡県若年教員研修計画書 

 

 

２  提 出 物 
  若年教員研修３年目の実施に当たっては、実績がわかるものを提出する。（※Ｐ２１参照） 

 

(1)  提出の方法 

ア 学校→市町村教育委員会      ：令和９年２月２６日（金）まで提出 

イ 市町村教育委員会→教育事務所 ：令和９年３月 ５日（金）まで提出 

※ ただし、年度途中に休暇・休業取得等により研修の一部、または全て実施できなかった場合は、

研修が完了した年度に提出する。 

   

３  校内における研修資料等の整理・保管 

  次年度からの若年教員研修３年目での活用に供するため、校長は次の資料等を整理し保管しておく。 

・ 校内研修で使用した資料 

・ 研究授業の指導案 等 

 

４  その他 

  提出物依頼については、本計画書によるので、別途行わない。 
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（資料１） 

令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間事業計画一覧 
 

 会議・研修名 日時数 内  訳 備    考 

 １ 

 

 

若年教員研修 

実施協議会 

 

１回  １回 

教育庁教育監、市町村教育長、小・中学校長 

高校教育課、義務教育課、特別支援教育課 

教育事務所、教育センター及び体育研究所 

 ２ 

 （校内研修） 
  72 ～ 

 130時間 

 ①一般研修 
18～40 

  時間 

うち年間３回以上を合同研修会として集合又

はオンラインにより実施する。（２時間又は１時

間を１回とする。） 

 ②授業研修 
54～90 

   時間 

少なくとも授業を年間３回(教科１回・道徳科

１回・学級活動１回)公開する。１回は指導主事

の指導を直接受けることを原則とする。 

 （校外研修） 

  

１０日 

又は 

１１日 

 ①県教育センター 

  等の研修 
６日 

県教育センター ４日 

県体育研究所   ２日 

 ②各教育事務所に 

  おける研修 

４日 

又は 

５日 

 ア 授業研修          ２又は３日 

   教科、道徳科、学級活動 

 イ 一般研修                 １日 

  開講式、教員の心構え、教員の服務等 

 ウ 閉講式                  １日 

  初任者、校長、拠点校指導教員等 

３ 

指導教員等 

連絡協議会 

（研修会） 

３日 教育事務所主催 ３日 
うち１日は、校長連絡協議会と同日開催を原

則とする。 

４ 
校長 

連絡協議会 
２日 教育事務所主催 ２日 

うち１日は、指導教員等連絡協議会と同日開

催を原則とする。 

５ 
担当指導主事 

等連絡協議会 
３回  ３回 

各教育事務所の担当指導主事等及び県教育セ

ンター、県体育研究所の担当指導主事等 
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（資料２－１） 
    令和８年度小学校若年教員研修１年目（初任者研修）年間研修計画（例） 
 
 校内における研修 

月 
一 般 研 修 授 業 研 修 

研修項目 指導方法 研修項目 指導方法 

 ４ 
 
 

① 
② 
③ 
④ 

 初任者研修で身に付ける資質・能力 
年度当初の学級事務 

 週案の作成 
 教室環境の整備、保護者会､家庭訪問 

口頭 
作業 
口頭 
口頭 

 ① 
 ② 
 

国語科の指導法 
 体育科の指導法 
 

示範授業 
作業・観察 
 

 ５ 
 
 
 

⑤ 
⑥ 
⑦ 
⑧ 

 福岡県学校教育振興プラン 
人権教育 

 健康教育、給食指導 
 学級経営案の作成 

口頭 
口頭 
観察 
作業 

 ③ 
 ④ 
 ⑤ 
 

 算数科の指導法 
 学習指導の基礎技術 
 図画工作科の指導法 
 

作業・観察 
作業・観察 
作業・観察 
 
 

 ６ 
 
 

⑨ 
⑩ 
⑪ 
⑱ 

 いじめの防止・早期発見・早期対応 
特別支援教育 

 基本的生活習慣の形成 
 教育の情報化（プログラミング教育） 

口頭 
口頭 
観察 
口頭 
 

 ⑥ 
 ⑦ 
 ⑧ 

 授業の進め方 
 効果的な発問・板書 
 研究授業(1)「（教科等）」 

授業参観・作業 
授業参観・作業 
研究授業 

 ７ 
 

⑫ 
⑬ 

 評価と評定 
 夏季休業中の生活指導 

口頭 
口頭 

 ⑨ 
 

 社会科の指導法 
 

作業・観察 
 

 ８  ※ 合同研修会として実施することもで
きる。 

    

 ９ 
 
 

⑭ 
⑮ 
 

 学校行事の指導 
 図書館教育 
 

観察 
口頭 

 ⑩ 
 ⑪ 
 

 家庭科の指導法 
 生活科・総合的な学習の時間の指導法  

授業参観・作業 
作業・観察 
 

 10 
 

⑯ 
 
 

 実態把握と生徒指導 
 
 

観察 
 
 

 ⑫ 
 ⑬ 
 ⑭ 

  外国語科・外国語活動の指導法 
 道徳科の指導法 
 研究授業(2) 「（教科等）」 

作業・観察 
示範授業 
研究授業 

 11 
 

     ⑮ 
 ⑯ 

 音楽科の指導法 
 研究授業(3) 「（教科等）」 

授業参観・作業 
研究授業 

 12     ⑰  学級活動の指導法 作業・観察 

 １      ⑱  理科の指導法 作業・観察 

 ２ ⑰  年度末学級事務 作業点検      

 ３       

※ 一般研修及び授業研修の①～⑱の研修項目は共通であり、各学校とも必ず指導すること。また、①～⑱の
名称は上記の研修項目名をリストから選択入力すること。（丸番号は数字順を前後してよい）ただし、授業研
修について、担当する学年によって初任者が授業を実施できない教科等については、□イ及び■イの指導
方法を柔軟に取り扱うことができる。 

※ 計画書（２－１）及び報告書（３－１）には、研修項目とともに①～⑱の研修項目番号及び研修時数も記すこと。
また、研究授業(1)～(3)については、必ず教科等の名称を記すこと。 
（例：⑭研究授業(2)「道徳科」、⑯研究授業(3)「音楽科」） 

※ 夏季休業以降の一般研修は、初任者一人一人の課題に応じた研修計画の見直しと研修項目の精選・重点
化を図り、固定的な計画にならないよう留意すること。 

※ ①～⑱の研修項目以外に新たに追加したり、同一の研修項目を２回以上に分けて指導したりする場合は初
任者の状況等から校長が決定すること。 

※ 同一の研修項目を２回以上に分けて指導する場合は「⑥授業の進め方(1)」「⑥授業の進め方(2)」のように
記入すること。 

※ 一般研修については、校内での研修とは別に、合同研修会として年間３回以上を集合またはオンラインによ
り実施すること。研修項目については、P11「※ 合同研修会」を参照すること。 
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（資料２－２） 
    令和８年度中学校若年教員研修１年目（初任者研修）年間研修計画（例） 
 
 校内における研修 

月 

一 般 研 修 授 業 研 修 

研修項目 指導方法 研修項目 指導方法 

４ 

① 
② 
③ 
④ 

 初任者研修で身に付ける資質・能力 
年度当初の学級事務 

 週案の作成 
 教室環境の整備、保護者会､家庭訪問 

口頭 
作業 
口頭 
口頭 

 ① 
 ② 
 

 ○○科の指導法(1) 
 学習指導過程 
 

示範授業 
作業・観察 
 
 

 ５ 
 
 
 
 

⑤ 
⑥ 
⑦ 
⑧ 

 福岡県学校教育振興プラン 
人権教育 

 健康教育、給食指導 
 学級経営案の作成 

口頭 
口頭 
観察 
作業 

 ③ 
 ④ 
 ⑤ 
 
 

 ○○科の指導法(2) 
 学習指導の基礎技術 
 教材研究の進め方 
 
 

作業・観察 
作業・観察 
作業・観察 
 

 ６ 
 
 

⑨ 
⑩ 
⑪ 

 いじめの防止・早期発見・早期対応 
特別支援教育 

 基本的生活習慣の形成 

口頭 
口頭 
観察 

 ⑥ 
 ⑦ 
 ⑧ 

 授業の進め方 
 効果的な発問・板書 
 研究授業(1) 「（教科等）」 

授業参観・作業 
授業参観・作業 
研究授業 

 ７ 
 

⑫ 
⑬ 

 評価と評定 
 夏季休業中の生活指導 

口頭 
口頭 

 ⑨ 
 

 ○○科の指導法(3) 
 

作業・観察 
 
 

 ８ 
 ※ 合同研修会として実施することもで

きる。 
    

 ９ 
 

⑭ 
⑮ 
 

 学校行事の指導 
 図書館教育 
 

観察 
口頭 

 ⑩ 
 ⑪ 

 学習形態の工夫 
 総合的な学習の時間 

作業・観察 
作業・観察 
 

 10 
 

⑯ 
 
 

 実態把握と生徒指導 
 
 

観察 
 
 

 ⑫ 
 ⑬ 

  道徳科の指導法 
 研究授業(2) 「（教科等）」 

示範授業 
研究授業 

 11 
 

⑱  教育の情報化（プログラミング教育） 口頭  ⑭ 
 ⑮ 

 他の教科の指導法 
 研究授業(3) 「（教科等）」 

授業参観・作業 
研究授業 

 12     ⑯  学級活動の指導法 作業・観察 

 １ 
     ⑰ 

⑱ 
 授業における生徒理解 
 ○○科の指導法(4) 

作業・観察 
作業・観察 

 ２ ⑰  年度末学級事務 作業点検      

 ３       

※ 一般研修及び授業研修の①～⑱の研修項目は共通であり、各学校とも必ず指導すること。また、①～
⑱の名称は上記の研修項目名をリストから選択入力すること。 

※ 計画書（２－１）及び報告書（３－１）には、研修項目とともに①～⑱の研修項目番号及び研修時数も記すこ
と。また、研究授業(1)～(3)については、必ず教科等の名称を記すこと。 
（例：⑬研究授業(2)「道徳科」⑮研究授業(3)「音楽科」） 

※ 夏季休業以降の一般研修は、初任者一人一人の課題に応じた研修計画の見直しと研修項目の精選・
重点化を図り、固定的な計画にならないよう留意すること。 

※ ①～⑱の研修項目以外に新たに追加したり、同一の研修項目を２回以上に分けて指導したりする場
合は初任者の状況等から学校長が決定すること。 

※ 同一の研修項目を２回以上に分けて指導する場合は「⑥授業の進め方(1)」「⑥授業の進め方(2)」
のように 記入すること。 

※ 一般研修については、校内での研修とは別に、合同研修会として年間３回以上を集合またはオンライ
ンにより実施すること。研修項目については、P11「※ 合同研修会」を参照すること。 
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（資料３） 

       若年教員研修１年目（初任者研修）の校内における研修の指導方法 

 

指導方法 指  導  の  概  要 

作業指導 

 

学級経営案、通知表、評価問題、学習指導案、成績処理、指導要録の記録等の作

成の時間を確保し、適切な助言と指導を行う。（※作成前や作成途中での助言と指導） 

作業点検 

 

 

 

学級経営案、通知表、評価問題、学習指導案（教材解釈を含む。）等の作成、成績

処理、指導要録の記録等を点検し、適切な指導を行う。（※作成後の点検及び指導） 

通知表や指導要録の中の所見などは、児童生徒の成長を方向づけるため、十分に

配慮し正しい表現を指導する。 

観察指導 

 

 

初任者が日常行っている授業や児童生徒に対する指導（掃除、朝・帰りの会、給

食、環境整備、昼休みの遊び等）の場面における指導の姿を指導教員が観察し、観

察記録をもとに助言と指導を行う。 

研究授業指導 

 

 

 

 

 

初任者に授業（指導案に基づいた授業）を年間３回(教科の学習指導１回､道徳科

の学習指導１回､学級活動の学習指導１回) 公開させ、指導教員、教科指導員及び校

長等が適切な助言と指導を行う。 

そのうち、１回の学習指導については指導主事の直接指導を受けることを原則と

する。 

示範授業 

 

 

 

 

 

指導教員又は教科指導員は、初任者に少なくとも年間２回、示範授業（指導案に

基づいた授業）を公開し、事後は初任者と授業についての解説等を含めた協議を行

う。示範授業は、初任者が担当する学級で行う。 

年間２回は初任者にとってのカウントで、指導教員又は教科指導員が各２回実施

することではない。 

授業内容は、教科の指導１回、道徳科の指導または学級活動の指導１回を原則と

する。 

授業参観指導 先輩の教員の授業を参観し、事後は授業者を交えて授業についての解説等を含め

た協議を行う。 

口頭指導 

 

 

校長、副校長・教頭、指導教員、教科指導員又は指導教員等以外の教員が、指導

しようとする内容に関するプリント等の資料を準備するなどして、初任者に対して

その説明や簡単な話し合い等によって指導を行う。 
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４ 福岡県若年教員研修に係る 

提出書類様式 
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( )

( )

( )

( )

氏　　名 ア イ 有無 担任学年

( )

① ② ③ ④ ⑤
教科指導員Ｅ 教職経験年数 教科 職名等 担任

氏　　名 ア イ 有無 担任学年

( )

① ② ③ ④ ⑤
教科指導員Ｄ 教職経験年数 教科 職名等 担任

氏　　名 ア イ 有無 担任学年

( )

① ② ③ ④ ⑤
教科指導員Ｃ 教職経験年数 教科 職名等 担任

氏　　名 ア イ 有無 担任学年

( )

① ② ③ ④ ⑤
教科指導員Ｂ 教職経験年数 教科 職名等 担任

氏　　名 ア
教職経験年数 教科

( )

兼務校指導教員 職名等 担任
イ

④
担任学年

⑤
教職大学院

兼務校②

イ

② ③

有無 担任学年

①

)

Ｃ 週時程内

該当者なし４　兼務校指導教員について ※該当者がいない場合はこちらをチェック→

在籍校

拠点校指導教員 職名等

兼務校③

② ③
教職経験年数 教科

(

イ 有無 担任学年

５　教科指導員について ※該当者がいない場合はこちらをチェック→ 該当者なし
① ④ ⑤

教科指導員Ａ 職名等 担任
氏　　名 ア

)

④ ⑤

氏　　名 ア

兼務校①

Ｂ

時間

0

他校との兼務

３　拠点校指導教員について

① ④ ⑤②
教職経験年数

③
教科

(

Ｅ 週時程内

Ａ

週時程内 0 週時程外 0

週時程内 0 週時程外

研修時間数

１　学校について

様式１

校長氏名

２　初任者について

⑥ ⑦

立

通常学級数学　校　名

③

特別支援学級数

①

令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導計画書　関係者一覧表

拠点校・兼務校

③
年齢

②
教科

①
初任者氏名

0 週時程外 0 -2 時間

週授業

-2 時間

時間-2

0

持時間数

0 週時程外

② ②

時間

Ｄ 週時程内 0 週時程外

-2

0 -2
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① ②
非常勤講師Ｃ 教科名
氏　　名

(

(

学校名

)
↓上で「正規教員５年以上」を選択した場合に入力

( )

)

① ② ③ ④
非常勤講師Ｄ 教科名 職　　歴 他校との兼務
氏　　名 (内　訳)

(

)
↓上で「正規教員５年以上」を選択した場合に入力

( )

↓上で「正規教員５年以上」を選択した場合に入力

学校名

)

③ ④
職　　歴 他校との兼務
(内　訳)

(

学校名

① ② ③ ④
非常勤講師Ｂ 教科名 職　　歴 他校との兼務
氏　　名 (内　訳)

)(

( )

↓上で「正規教員５年以上」を選択した場合に入力

学校名

該当者なし
① ②

非常勤講師Ａ 教科名
氏　　名

職　　歴 他校との兼務
(内　訳)

６　非常勤講師について ※該当者がいない場合はこちらをチェック→

③ ④
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0

体
研

会　場 月 日 会　場会　場月 日

一般研修（１日） 閉講式（１日）

0

教育事務所における研修

授業研修（２又は３日）

⑤⑥⑦

合同研不足 総合計エラー

⑧⑨⑩

月

2

日

1

日

教育センター及び体育研究所
における研修（６日）

備考（負担軽減措置）

負担軽減：院

負担軽減：院

負担軽減：院

教
育
セ
ン
タ
ー

月

0

２　校外研修（Ａ）

回

1

2

3

4

13

0 0小合計①②③④ ⑪⑫

0 12

24

0 18

0 15

0

10

0 11

0

0 9

7

0 8

0

0 6

0 5

0

0 2

0 3

4

20

21

23

0 17

0 14

総合計⑬⑭⑮⑯⑰⑱

立

③

Ａ 0

0 1

16

19

22

25

0

校内 合同

0

１　一般研修（ア）

学　校　名 校長氏名

形態及び時数

初任者氏名

令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導計画書　一般研修・校外研修

様式２－１(No.1) 拠点校・兼務校 0

〇　学校について

① ②

回 月 日 研　修　項　目 指導方法 指導者名
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小学校

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 ①
　 ⑦
　 ⑬
0

(2)

(3)

1

②

校長氏名

0

月

③

初任者氏名

#N/A

4

(1)

0

0

0

(1)

拠点校・兼務校

〇　学校について

①

様式２－１(No.2)

令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導計画書　授業研修

0

回 研修項目 日 指導者名指導方法 指導者名 指導方法 時数

３　授業研修（イ）

学　校　名

立

日

④

担任学年

0

23

時数 回 研修項目

14

(1)

(2)

(3)

0

18

0

0

7

(1)

0

0

0

20

0 (3)

0

3

0

0

0

0

(3)

0 (2)

9

(1)

(3)

(2)

(3)

(2)8

5

(1)

6

(3)

(3)

月

(1)

(1)

(3)

(2)0

0

16

(1)

(2)

(1)

(2)

0 (3)

0

0 (3)

0

15

(1)

0 (2)

(1)

(3)

(3)

(2)

0 (3)

0

190

(2) 0 (2)

(1)0

20

(1)

0 (3)

(2)

0

22

(1)

0 (3)

0

0

21

0

170 (2)

(1)

0

0 (2)

(2)

(1)

0

0

0

0

0

0 (2)

10

(1)

0 (3) 0 (3)

(2)

(1)

0 (3)

(2) 0 (2)

(3)

0

25

(2) 0

(3)

12

(1)

(2)2411

(1)

13

(1)

(3) 0 (3)

(2) 0 (2)

⑮⑯⑰⑱

② 合計

研究授業が３回未満です

示範授業が２回未満です

0③④⑤⑥
0

(3) 0 ⑭
(2) 0 ⑧

0

(1)

(1)

⑨⑩⑪⑫

0

0 (3)

(1)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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１　初任者

２　指導教員

( )

( )

( )

( )

３　教科指導員

6

5

放課後

月

教科 0

3

放課後

3
2

4

教科指導員Ｅ 0

1
2

6

2 2
3

火 水 木 金

教科

4

火 水

5

00 教科指導員Ｂ

火 月 金木

3

水 木 金
0

0

拠点校・兼務校様式２－２

① 学校名 ②

令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導計画書　週時程

3

1
2

ＢＡ

木水

初任者
教科 0 担任学年 0 教科 0 担任学年

1

6

↑授業持時間数 上限超え!↑

放課後

6

0

月 火

初任者

月 火 水 木 金

0
教科 0 担任学年

校長氏名

4

0立

0

火
11

Ｃ

月 金

初任者 0

2

6

4
5

3

5
4

放課後

初任者 Ｄ Ｅ 0
↑授業持時間数 上限超え!↑ ↑授業持時間数 上限超え!↑

初任者

2

↑授業持時間数 上限超え!↑

5

0

3

6

1
2

1

拠点校指導教員

放課後

教科 0 担任学年 0 教科 0

【授業時間及び研修時間数】

0

↑授業持時間数 上限超え!↑
放課後

1

月 火 水 木 金 月

33

兼務校②
5 兼務校①

6

【拠点校指導教員の他校との兼務】
2 2
3
4
5

教科指導員Ｃ

水 木 金

教科指導員Ａ

教科 教科

4
3

0

月
1 1

月

0 教科 0

月 火

6

水 木 金

0

4
3

合計

教科指導員Ａ 0

2
1

5 5

放課後 放課後

6

4

4

6

0 兼務校 ① ② ③

月

教科

木 金

教科指導員Ⅾ 0

0

6
5
4

0

金

火 水 水 木 金

担任学年 0

0

0

0 0初任者Ｂ

初任者Ｃ

初任者Ⅾ

2
-2

放課後

教材研究等

0 0

【指導時間数】

合計

0

5

0

授業持時間

-2初任者Ａ

4

担任学年

1 兼務校指導教員

火 水 木

-2

研修(内)

-2

-2

0 0

0 0

0 0

初任者

指導教員教科 0

月 火

兼務校指導教員

6

研修(内) 研修(外)

0 0

0

初任者Ｅ

研修(外)

0

0

0 0

0

合計

拠点校指導教員 0

0

教科指導員Ｂ

水 木 金

0
0

0

在籍校

放課後は週１時間以内に！
0

0

【指導時間数】

教科指導員 週時程内

火

放課後

週時程外

5

教科指導員Ｅ 0 0 0

放課後は週１時間以内に！

0

0 0 0
教科指導員Ｃ 0

兼務校③ 0

教科指導員Ⅾ 0

0 0

放課後 放課後
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４　非常勤講師
初任者 非常勤 誤差
月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0

6 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0

放 0 0 0 0 0 放 0 0 0 0 0 放 0 0 0 0 0

兼務校 教科指導員

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0

4 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0

6 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0

放 0 0 0 0 0 放 0 0 0 0 0

非常勤講師Ａ

6
5

1
22

1
水

放課後

3
4

3
2 2

4 4

6

6

4

木 金

5

非常勤講師Ｂ 0

非常勤講師Ｃ 0 非常勤講師Ⅾ 0

1

月 火
教科 0 教科 0

月

0

教科 0

5

3

5

月 火 水 木 金

3

放課後

6

1

教科 0

放課後

火 水 木 金

月 火 水 木 金
非常勤講師Ａ 0

00

非常勤講師 週時程内 週時程外 合計

0

0

非常勤講師Ⅾ 0 0 0

非常勤講師Ｂ

非常勤講師Ｃ 0 0 0

初任者,兼務校指導教員,教科指導員の
「講」と非常勤講師の「後」の数が

整合していません

放課後

【後補充時間数】

0
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拠点校・兼務校 0

②

校長氏名

0

③

初任者氏名

#N/A

④

拠点校指導教員

⑤

兼務校指導教員

0 0

時間 時間

0 0

0
時間

拠点校指導教員 兼務校指導教員等

令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導報告書　一般研修

〇　学校について

①

直接指導時間数

学　校　名

立

１　一般研修（ア）

回 月 日 研　修　項　目 指導方法 指導者名
研修形態及び時数

校内 合同

0 1

0 2

0 3

0 5

0 4

0 6

0 7

0 9

0 8

0 10

0 11

0 13

0 12

0 14

0 15

0 17

0 16

0 18

0 19

20

23

22

25

①②③④⑤⑥⑦⑧ 0

⑬⑭⑮⑯⑰

様式３－１(No.1)

指導時数確認 0

⑨⑩⑪⑫ 小合計 0

⑱

24

21
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小学校

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 ①
　 ⑦
　 ⑬
0

⑥
担任
学年

示範授業が２回未満です

研究授業が３回未満です

様式３－１(No.2)

0

２　授業研修（イ）

学　校　名

立

0

令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間指導報告書　授業研修

〇　学校について

①

0

1

(1)

0

0 (3) 0 (3) 0

0 (2)

0

(2)14

(1)

0

0 (3)

0

2

(1)

0

0 (2)

0

0 (2)

0

15

(1)

0 (2)

0

0

3

(1) 0

0 (3)

0

0 (3) 0 (3) 0

0 (2)16

(1)

0 (3)

0

4

(1) 0

0 (2)

0

17

(1)

0 (2) 0

0

0

5

(1) 0

0 (3)

0

0 (2) 0

0 (3) 0 (3) 0

0 (2)18

(1)

0

0 (3)

0

6

(1)

0

1 (2)

0

0 (2)

0

19

(1)

0 (2)

0

0

7

(1) 0

0 (3)

0

1 (3) 0 (3) 0

0 (2)20

(1)

1 (3)

1

8

(1) 0

1 (2)

0

21

(1)

0 (2) 0

0

1

9

(1) 0

0 (3)

0

1 (2) 0

1 (3) 0 (3) 0

0 (2)22

(1)

0

1 (3)

1

10

(1)

1 (2)

0

1 (2)

0

23

(1)

0 (2)

0

1

11

(1) 0

0 (3)

0

0

1

12

(1)

0

1 (3) 0 (3)

1 (3)

1 (2)

0

250

1 (3)

0

1 (2) 0 ⑧⑨
②③④⑤ 合計1

13

(1)

#N/A 0

④

拠点校指導教員

0 ⑭⑮⑯⑰
⑩⑪

兼

(1)

(2)

0 (2)24

(1)

0

0

0 (3)

拠 拠 兼

0 0

回 研修項目 月日 指導方法 指導者名
直接指導時間数 直接指導時間数

0

0

⑤

兼務校指導教員

0

⑥
⑫
⑱

0拠点校・兼務校

校長氏名

②

0

③

初任者氏名

指導
時数
確認

0

回 研修項目 月日 指導方法 指導者名 時数時数
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①

県体育研究所
における研修

教
育
事
務
所
に
お
け
る
研
修

授業研修

一般研修

閉講式 ①

③

②

②

①

①

③

④

②
県教育センター
における研修

①

〇　校外研修（Ａ）

会場

校長氏名 初任者氏名

0 #N/A

学　校　名

主　た　る　研　修　内　容 備考回 月 日

兼務校指導教員

0立

拠点校指導教員

0

様式３－２ 拠点校・兼務校 0

令和８年度若年教員研修１年目（初任者研修）年間研修報告書　校外研修

〇　学校について

② ③① ⑤④
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  様式４－１ 

令和８年度若年教員研修２年目研修実績報告書 

 

学 校 名                   

研修教員氏名                   

校 長 氏 名                   

 
 

 

 ※ 項目例 

 

 １ 校外研修で学んだこと 

  ○ 県教育センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 各教育事務所の授業研修（代表授業） 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 校内研修で学んだこと 

 

  

 

 

 

 

 

 ３ 研修を終了しての感想 
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  様式５－１ 

令和８年度若年教員研修３年目研修実績報告書  

 

学 校 名                   

研修教員氏名                   

校 長 氏 名                   

 
 

 

※ 項目例 

 

 １ 校外研修で学んだこと 

  ○ 県教育センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 各教育事務所の授業研修（代表授業） 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 校内研修で学んだこと 

 

  

 

 

 

 

 

 ３ 研修を終了しての感想 
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５ 提出書類記入上の注意 
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年間指導計画書（様式１、様式２） 記入上の注意 
 

様式１ 関係者一覧表 

 

 
 

＜全様式に係る注意＞ 
〇 初任者一人につき、一つの Excel ファイルを作成提出する。 

 ・様式のうち「様式１」は学校内で共通様式のため、「様式１」を作成後、Excel ファイルを校内初任

者数分コピーを行い、様式２以降のシートをそれぞれ作成入力すること。 

〇 セルに青、赤の色が塗られている箇所のみ入力をすること。 

 ・青～文字入力が必要なセル。 

 ・赤～リストからの選択が必要なセル。 

※入力内容により、リストからの選択及び文字入力共に可能になっているセルも一部あり。 

※各様式の右側の注意説明をよく読んで作成をすること。 

 

６ 
８ 
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❶ ２－②：「教科」について 

 ・小学校の者は「小学校」を選択する。 

 ・中学校の者は「該当の各教科名」を選択する。 ※以下同様 

❷ ２－③：「年齢」について 

 ・令和８年５月１日現在で選択する。 

❸ ２－④：「担任学年」について 

 ・副担任の者は、授業研修等で継続的に関わる担当学年を選択する。 

❹ ２－⑤：「教職大学院」について 

 ・「大学院修了」か「大学院未修」のいずれかを選択する。 

❺ ３－②：「教職経験年数」について（４－②、５－②も同様） 

・上段のセルに教職に就いてから令和８年３月３１日までの経過年数を選択する。 

・指導教員等が再任用教諭、講師の場合は、上段のセルに退職前の教職経験年数、下段のセル（  ）

内に退職してから令和８年３月３１日までの経過年数を選択する。 

❻ ３－④：「職名等」について（４－④、５－④も同様） 

・はじめに、「ア」のセルで該当項目を選択する。 

・「ア」で再任用教諭、講師を選択した場合のみ、「イ」のセルの職歴を選択する。 

❼ ４・５・６：該当者がいない場合について 

・該当する教員がいない場合は、「こちらをチェック→」セルのリストから「✓」を選択する。 

❽ ６－③：職歴（内訳）について 

はじめに、上段の該当項目を選択する。 

・「正規教員５年以上」を選択した場合のみ、下段の職歴の内訳を選択する。 
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様式２－１(No.1) 一般研修・校外研修 

 

 
                                               

                                               
 

 
 

❶ 〇 学校について ③：「初任者氏名」について 

 ・「様式１」に入力した初任者Ａ～Ｅのいずれかを選択する。 

❷ １ 一般研修（ア）：「研修項目」について 

・リストからの選択も、手入力も可能。基本的にはリストから選択をする。 

※ リストは小学校、中学校で同様。 

 ・リスト以外の項目を新たに追加する場合は初任者の状況等から校長が決定する。 

 ・同一の研修項目を２回以上に分けて指導する場合は、リストから選択した上で、「□□□□□(1)」

「□□□□□(2)」のように括弧番号を付加入力する。 

 ※ 共通研修項目の項目名を変更しないこと。 

 ※ 合同研修が不足している場合、注意表示が表示される。 

 ※ 共通項目が不足している場合、不足している共通項目の丸数字が表示される。 

８ 
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❸ １ 一般研修（ア）：「指導方法」について 

・「資料２－１・２の指導方法」を参照し、口頭、観察、作業、作業点検のいずれかを入力する。 

 

❹  １ 一般研修（ア）：「指導者名」について 

・リストからの選択も、手入力も可能。基本的にはリストから選択をする。 

・初任者への主たる指導者の職名（校長・副校長・教頭・主幹教諭・指導教諭・教務主任・校内研修

担当者・生徒指導担当者・保健主事・拠点校指導教員・兼務校指導教員、教科指導員等）を入力す

る。職名が記入できない場合には氏名を入力すること。 

❺  １ 一般研修（ア）：「形態及び時数」について 

・校内研修会又は、合同研修会として実施する時数を選択入力すること。 

❻ ２ 校外研修（Ａ）教育センター及び体育研究所における研修：「月日」について 

・教育センターにおける校外研修（第１回）の期日は、動画視聴研修修了予定日を入力すること。 

❼ ２ 校外研修（Ａ）教育事務所における研修：「会場」について 

・研修を受講する会場名を入力する。 

・会場校未定の場合は、「未定」と入力する。 

・オンデマンドの場合は、「オンデマンド（在籍校）」と入力する。 

 ※ 教育事務所における授業研修が全２回の場合は、３回目の欄は空欄とする。 
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様式２－１(No.2) 授業研修 

 
                                               

                                               

 

 
 

❶ 〇 学校について ③：「初任者氏名」について 

 ・「様式１」に入力した初任者Ａ～Ｅのいずれかを選択する。 

❷ ３ 授業研修（イ）：「研修項目」について 

・リストからの選択も、手入力も可能。基本的にはリストから選択をする。 

 ・研究授業についてはリストから選択後、(教科等)の箇所に教科等名を付加入力する。 

・中学校における「〇〇科の指導法」については、リストから選択後、〇〇の箇所に担当教科名を入

力する。 

・リスト以外の項目を新たに追加する場合は初任者の状況等から校長が決定する。 

※ 示範授業が不足している場合、注意表示が表示される。 

※ 共通項目が不足している場合、不足している共通項目の丸数字が表示される。 

❸  ３ 授業研修（イ）：「指導方法」について 

・「P31・32 の資料２－１・２の指導方法」を参照し、観察、研究授業、示範授業、授業参観、作業、

作業点検のいずれかを入力する。 

❹  ３ 授業研修（イ）：「指導者名」について 

・リストからの選択も、手入力も可能。基本的にはリストから選択をする。 

・初任者への主たる指導者の職名（校長・副校長・教頭・主幹教諭・指導教諭・教務主任・校内研修

担当者・生徒指導担当者・保健主事・拠点校指導教員・兼務校指導教員、教科指導員等）を入力する。

職名が記入できない場合には氏名を入力すること。 

 

  

８ 
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様式２－２ 週時程 

 

 

 

 

８ 
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❶ 初任者の週当たりの授業持時間数は、以下の通りとする。 

〈小学校〉２３時間を上限とする。なお、道徳科、外国語活動（外国語科）、総合的な学習の時間、学

級活動を含む。 

〈中学校〉２０時間を上限とする。なお、総合的な学習の時間を含むが、道徳科、学級活動の時間は

含まない。 

・初任者の週当たりの授業持時間数には研修時間数を含まない。ただし、初任者の研究授業及び観察

指導、指導教員等の示範授業の授業研修１時間「□イ」は含まれる。 

❷ 初任者の週時程には、下記の記号で入力する。 

・ア  … 一般研修         ・Ａ … 校外研修   ・○ … 教科、総合的な学習の時間 

・道  … 道徳科       ・学 … 学級活動 

・イ  … 作業指導、作業点検等の授業研修        

・□イ … 初任者の研究授業及び観察指導、指導教員の示範授業、授業参観のいずれかの授業研修 

・■イ … 授業に対する反省及び指導教員の事後指導または、協議の授業研修 

・×  … 負担軽減の時間   

❸ 初任者の週時程には、初任者の学級の後補充について下記の記号で入力すること。  

・校   … 校内の教員等による補充   

・講  … 非常勤講師による補充 

※ 入力に当たっては、福岡県若年教員研修実施細目Ｐ12「週時程における研修の実施例」を参照の

こと。 

❹ 指導教員等には、下記の記号で入力すること。 

・教  … 教材研究等（非常勤講師には記載しない） 

※ 「教材研究等」には、若年教員研修１年目（初任者研修）に係る事前事後準備や打合せ等を含む。 

※ 「指導時間数」の合計は、兼務校での指導時間数も含む。 

❺ 非常勤講師には、下記の記号で入力すること。 

・後  …  初任者研修のための後補充（非常勤講師は「後」のみを記載する） 

※ 非常勤講師の「後」と、初任者、兼務校指導教員、教科指導員の「講」のいずれかの入力位置が、

全て整合していること。 

❻ 初任者研修に係る非常勤講師の指導時間数は、研修時間の後補充のみに充てる。 

※ 指導時間数等については、福岡県若年教員研修実施細目 P14(6)「非常勤講師等の措置等」を参照

のこと。  
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年間指導報告書・年間研修報告書（様式３－１～３－３） 記入上の注意 
 

様式３－１(No.1,2) 
一般研修（ア）＜総時間数１８～４０時間＞ 

授業研修（イ）＜総時間数５４～９０時間＞ 

 

 
                                           
                                           

 

 
 

 
                                            
                                            

 

 
❶ １ 一般研修（ア）、２ 授業研修（イ）：「直接指導時間数」について 

・拠点校指導教員、兼務校指導教員等が初任者へ直接指導した時間数を記入する。 

・同じ時間に拠点校指導教員と兼務校指導教員等の２人が直接指導した場合は、それぞれの欄に時間

数を記入するとともに、主たる指導者を◎印で選択入力する。 

❷ その他の入力については、「様式２－１(No.1,2)」に準じる。 

※ 「指導時数確認」の欄には、拠点校指導教員と兼務校指導教員等の小合計時間数のうち、大きな

方が自動入力される。 

８ 

８ 
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様式３－２ 校外研修 

 

 
❶ 欠席、遅刻、実技を伴う研修の見学等により、研修を受けなかった場合は、学校長の責任において、

研修の目的が達成されるよう代替研修を行うとともに、「主たる研修内容」欄に代替研修の内容を、

「備考」欄に研修を受けなかった（変更となった、実施されなかった）理由を記入すること。 

❷ 教育センター及び体育研究所における研修について、教職大学院修了者や講師経験者（３年以上）

で負担軽減措置を受けた場合は、備考欄に「負担軽減：院」か「負担軽減：講」のいずれかを記入す

ること。 

  

８ 
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研修実績報告書（様式４－１・５－１） 記入上の注意 

 

様式４－１ 若年教員研修２年目 

 

 １ Ａ４判用紙１枚（片面）程度にまとめて提出すること。 

 ２ 研究授業等で学習指導案を作成した場合は添付して提出すること。 

 

 

様式５－１ 若年教員研修３年目 

 

  １ Ａ４判用紙１枚（片面）程度にまとめて提出すること。 

 ２ 研究授業で作成した学習指導案を必ず添付して提出すること。 
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